南部町笑顔あふれるまちづくり支援事業助成金交付要綱
平成24年３月16日
南部町訓令第９号

（趣旨）

第１条　南部町（以下「町」という。）は、ボートピアなんぶ交付金を財源とし、地域住民が主体的に取り組むまちづくりのための活動に要する経費について、当該年度の予算の範囲内において、南部町笑顔あふれるまちづくり支援事業助成金（以下「助成金」という。）を交付するものとし、その交付については、この要綱の定めるところによる。
（助成対象者）
第２条　助成金の交付の対象となる者は、町の機関以外のものであって次に掲げる者とする。
(１)　町内において結成された組織又はグループ（以下「団体等」という。）であり、その団体等の活動の主たる範囲が町であること。ただし、別表中、助成対象事業の項第３号に掲げる事業（以下「鍋条例推進事業」という。）については、鍋を楽しむことを目的に町内在住者10人以上で結成した団体等を含むものとする。
(２)　代表者、目的その他の事項を定めた会則等（以下「会則等」という。）が整備されていること。ただし、鍋条例推進事業において、鍋を楽しむことを目的に町内在住者10人以上で結成した団体等については、会則等の整備は要しない。
(３)　助成金を活用して、政治、宗教又は営利を目的とした活動を行う者でないこと。

(４)　当該事業について、国又は地方公共団体その他の名義による助成金等の交付を受けていないこと。
（助成対象事業、助成対象経費及び助成金の額）

第３条　助成金の交付対象となる事業（以下「助成対象事業」という。）、助成金の対象となる経費（以下「助成対象経費」という。）、申請可能回数等及び助成金の額は、別表のとおりとする。
２　助成金の額に千円未満の端数が生じた場合は、当該千円未満の端数を切り捨てる。

（助成金の交付申請）

第４条　助成金の交付申請をしようとする団体等（以下「申請者」という。）は、事業を開始しようとする７日前までに南部町笑顔あふれるまちづくり支援事業助成金交付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて町長に申請しなければならない。
(１)　事業実施計画書
(２)　収支予算書
(３)　団体等の会則等及び構成員名簿

(４)　その他町長が必要と認める書類
（助成金の交付決定）
第５条　町長は、前条の規定による申請があったときは、速やかに当該申請の書類を審査し、適切な事業計画を有しているかを確認した上で助成金の交付の可否を決定するものとする。
２　町長は、前項の規定により助成金の交付を決定したときは、南部町笑顔あふれるまちづくり支援事業助成金交付決定通知書（第２号様式）により当該申請者に通知するものとする。
３　町長は、前項に規定する助成金の交付決定に際して必要があると認めるときは、条件を付すことができる。
４　町長は、第１項の規定による審査の結果、助成金を交付しないと決定したときは、南部町笑顔あふれるまちづくり支援事業助成金申請却下通知書（第３号様式）により当該申請者に通知するものとする。
（事業計画の変更の申請）
第６条　助成金交付決定通知を受けた団体等（以下「助成事業者」という。）は、助成金の交付の決定を受けた事業計画を変更しようとするとき、又は事業を廃止しようとするときは、南部町笑顔あふれるまちづくり支援事業助成金事業変更（廃止）申請書（第４号様式）を町長に提出し、その承認を受けなければならない。
（助成事業の遂行）

第７条　助成事業者は、助成金の交付の決定の内容及びこれに付した条件その他この要綱に基づき善良な管理者の注意をもって事業を遂行しなければならず、いやしくも助成金は他の用途への使用をしてはならない。

（状況報告）

第８条　町長は、事業の適性を確保するため必要があるときは、助成事業者に対して事業の執行状況を調査し、又は報告を求めることができる。
（助成事業の遂行の指示）

第９条　町長は、助成事業者の提出する報告等により、助成事業が助成金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に従って遂行されていないと認めるときは、助成事業者に対し、これらに従って助成事業を遂行すべきことを指示することができる。

（実績報告）

第10条　助成事業者は、事業が完了したときは、当該事業が完了した日から起算して20日を経過した日又は事業実施年度の３月20日までのいずれか早い期日までに南部町笑顔あふれるまちづくり支援事業完了実績報告書（第５号様式）に、次に掲げる書類を添えて町長に報告しなければならない。

(１)　事業効果報告書

(２)　収支精算書

(３)　事業に係る支払を証する書類の写し

(４)　事業の実施状況を証する写真

(５)　その他町長が必要と認める書類
（助成金額の確定）

第11条　町長は、前条の報告を受けた場合においては、報告書等の書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その報告に係る助成事業の成果が助成金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき助成金の額を確定し、南部町笑顔あふれるまちづくり支援事業助成金交付額確定通知書（第６号様式）を助成事業者に交付する。
（助成金の交付）
第12条　助成金は、前条に規定する助成金額の確定をした後に交付するものとする。ただし、町長が特に必要と認めるときは、助成金の交付決定の後、助成金の全部又は一部を概算払により交付することができる。
（助成金の請求）

第13条　助成事業者は、助成金を請求しようとするときは、南部町笑顔あふれるまちづくり支援事業助成金請求書（第７号様式）を町長に提出しなければならない。

（助成金の交付の決定の取消し）

第14条　町長は、助成事業者が、助成事業に関して助成金の交付の決定の内容若しくはこれに付した条件その他法令、又はこれに基づく町長の命令若しくは指示に違反したときは、助成金の交付の決定の全部、又は一部を取消すことができる。

（助成金の返還）

第15条　町長は、助成事業の交付の決定を取消した場合において、助成事業の当該取消しに係る部分に関し既に助成金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を請求するものとする。

（延滞金）

第16条　助成事業者は、助成金の返還を請求され、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき年10.95パーセントの割合で計算した延滞金を町に納付しなければならない。

（関係書類の備付け）

第17条　助成事業者は、助成事業に係る経費の収支その他事業に関する事項を明らかにするため、これに関する書類及び帳簿を事業完了の日から５年間備え付けておかなければならない。
（ボートピアなんぶの普及広報）

第18条　この事業は、ボートピアなんぶ交付金を財源としていることから、助成事業者は、事業の実施にあたり、ボートピアなんぶ交付金活用事業である旨の周知に努めなければならない。
２　物品等の購入事業を行う者は、購入した物品等に「ボートピアなんぶ交付金事業」の表示をしなければならない。
（情報の公開）

第19条　この事業で助成を受けた事業に関し、団体等から提出された書類（会員名簿を除く。）は、町役場において公開する。

（その他）

第20条　この要綱に定めるもののほか、助成事業に関して必要な事項は、別に定める。
附　則

この要綱は、平成24年４月１日から施行する。

附　則（平成24年６月18日）
この訓令は、公表の日から施行し、平成24年４月１日から適用する。

附　則（平成25年３月５日）
この訓令は、公表の日から施行する。

附　則（平成27年３月17日）

この訓令は公表の日から施行する。
附　則（令和２年３月19日）

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。

附　則（令和６年４月12日訓令第９号）
この訓令は、公表の日から施行し、令和６年４月１日以後に実施される助成対象事業に対する助成金から適用する。
別表（第３条関係）
	助成対象事業
	町全域又は地域の活性化及び生活環境の改善に寄与することを目的とした次に掲げる事業とする。
(1)　通常事業

ア　ソフト事業
地域課題の解決に向けて、分野を問わず地域住民が主体となって行う事業
イ　ハード事業

　地域の生活環境整備及び地域産業、観光、文化等の振興に必要な設備の整備において、地域住民が主体となって行う事業
(2)　特認事業

ア　自主防災組織設立支援事業

　町内の住民組織が南部町自主防災組織育成指導要綱（平成20年南部町告示第５号）第３条に規定する自主防災組織を新たに設立する場合において、自主防災活動に要する防災資機材を整備するために行う事業
イ　無形文化財継承活動支援事業
国、県又は町の指定を受けた無形文化財の継承、後継者育成を図ることを目的に用具等を整備するために行う事業
ウ　生涯スポーツ振興・地域間交流事業

町民運動会及び総合優勝制スポーツ大会において構成される連合チームが大会用ユニフォームや用具を整備するために行う事業
　　エ　地域づくり推進事業

　　　　地域担当職員制度において、町内会が作成した地域計画に掲載された事業
(3)　鍋条例推進事業
ア　南部町笑顔あふれる明るいコミュニケーション推進条例（平成24年南部町条例第15号）第１条に掲げる目的を推進するため、同条例第２条に規定する「鍋の日」に開催する事業で次の(ア)又は(イ)に該当する事業
(ア) 町内において結成された既成の団体等で会則等が整備されている団体等が行う事業
(イ) 鍋を楽しむことを目的に町内在住者10人以上で結成した団体等が行う事業
イ　町が開催又は後援する全町的なイベント等において、来場者に対し鍋をふるまう事業

	申請可能回数等
	　当該年度にできる申請可能回数は、以下のとおりとする。
事業の別

同一団体の申請可能件数及び回数

同一団体が行う同一事業の申請可能回数

（1）　通常事業

年１件

３回まで

（2）　特認事業

年１件

３回まで

（3）　鍋条例推進事業

年２回

　備　考
１　(1)及び(2)の事業は、一団体につき年各１件ずつ、計２件までとする。
２　(3)の事業において、鍋を楽しむことを目的に町内在住者10人以上で結成した団体等における同一団体又は同一とみなされる団体は、構成員の過半数が同一である団体をいう。また、構成員である各個人については、同一団体若しくは異なる団体での参加であっても、年２回までの参加を限度とする。

	助成対象経費
	１　助成対象事業の実施に必要な費用とする。ただし、次の各号に掲げる経費は助成対象経費としない。
(1)　人件費(講師等への謝礼を除く)
(2)　視察旅費
(3)　飲食費及び懇親会費（賄材料費を除く）
(4)　助成事業以外の事業に係る経費との区分を客観的に証することができない経費

(5)　事業目的や社会通念に照らして必要性が乏しいと町長が判断する経費
２　前項の規定にかかわらず、鍋条例推進事業において、鍋を楽しむことを目的に町内在住者10人以上で結成した団体等に係る助成対象経費は、賄材料費のみとする。

	助成金の額
	　次に掲げる事業ごとに上限額以内の額で助成対象経費に助成率を乗じた額以内の額（千円未満の端数切捨て）
(1)　通常事業

　助成率：助成対象経費の２分の１以内の額

　上限額：300,000円

(2)　特認事業

助成率：助成対象経費の３分の２以内の額

上限額：300,000円
(3)　鍋条例推進事業
ア　助成率：助成対象経費の３分の２以内の額

上限額：(ア)300,000円
(イ)20,000円
イ　助成率：助成対象経費の10分の10以内の額
　　　　　 上限額：40,000円


